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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力系統に事故が発生し、当該事故の状況に応じた発電機制御を行う際に、予め想定さ
れた事故ケースに関する事前シミュレーションを実施して得られた制御テーブルに基づい
て事前演算方式による主制御を実施すると共に、前記主制御では制御量が不足している場
合に事故発生後の実際の系統現象を計測して得られた事後演算方式による補正制御を後追
いで実施する系統安定化システムにおいて、
　事後演算方式に適用する等面積法で用いる電力相差角曲線の係数を、事前演算方式にお
ける事前シミュレーション結果から予め求めておき、事前シミュレーションを実施して得
られたシミュレーション波形の発電機出力－発電機位相角平面上の所定の区間における面
積と、前記電力相差角曲線の前記所定の区間における面積とを比較することにより、前記
電力相差角曲線の係数に関する精度評価を行うことを特徴とする系統安定化システム。
【請求項２】
　前記電力相差角曲線の係数を、事故点、事故ケースおよび再閉路有無によって発生し得
る全パターンについて求めておくことを特徴とする請求項１に記載の系統安定化システム
。
【請求項３】
　前記電力相差角曲線の係数を、事故発生後の実際の系統現象計測値を用いて補正するこ
とを特徴とする請求項１または２に記載の系統安定化システム。
【請求項４】
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　前記制御テーブルには、事故ケース、当該事故ケースに対応する主制御内容、当該事故
ケースに対応する電力相差角曲線の係数、管轄区間の両端間における初期位相差の情報が
含まれることを特徴とする請求項１に記載の系統安定化システム。
【請求項５】
　機能的階層構造の上位に位置する親局と、前記機能的階層構造の中位に位置し、前記親
局と通信回線で接続される子局と、前記機能的階層構造の下位に位置し、前記子局と通信
回線で接続される端末と、が構成されるとき、
　前記親局は、前記制御テーブルに具備すべき情報を推定して前記子局に送信し、
　前記子局は、前記制御テーブルを具備し、前記親局から送信された情報を用いて前記制
御テーブルの内容を更新すると共に、前記端末からの情報に基づき、事故発生の有無、事
故点および事故ケースを判別し、前記制御テーブルに指示されている事故ケースが発生し
ている場合に、当該事故ケースに基づく主制御指令および補正制御指令を端末に通知し、
　前記端末は、前記主制御指令に基づいて前記主制御を実行し、前記補正制御指令に基づ
いて前記補正制御を実行することを特徴とする請求項４に記載の系統安定化システム。
【請求項６】
　前記子局は、前記電力相差角曲線の係数を事後の計測情報に基づいて補正すると共に、
補正後の電力相差角曲線を用いて前記補正制御指令を生成することを特徴とする請求項５
に記載の系統安定化システム。
【請求項７】
　前記子局は、事前シミュレーションを実施して得られた発電機出力－発電機位相角平面
上の電力相差角曲線を、事後の計測情報に基づいて発電機位相角の方向および発電機出力
の方向のうちの少なくとも一つの方向に平行移動することで前記補正後の電力相差角曲線
を求めることを特徴とする請求項６に記載の系統安定化システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力系統に事故が発生した場合に、事故の状況に応じた発電機制御を行って
電力系統を安定化する系統安定化システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力系統（以下単に「系統」と称する）を構成する機器（送電線等）に落雷等の事故が
発生した場合、発電機の同期が保持できなくなり、脱調に至る場合がある。このような発
電機の脱調現象に対処しうるシステムとして種々のものが開発されているが、これらのシ
ステムにおける演算方式を大別すると「事前演算方式」と、「事後演算方式」に区分され
る。
【０００３】
　事前演算方式は、予め想定される系統事故に対する制御量を事前に演算しておく方式で
あり、系統事故の発生時に迅速な制御ができるという利点がある。一方、事後演算方式は
、系統事故の発生後に実際の系統現象を計測し、計測した電気量に基づいて制御量を演算
する方式であり、あらゆる事象に柔軟に対応できるという利点がある。
【０００４】
　なお、事前演算方式および事後演算方式を用いる従来技術として、下記特許文献１に示
された系統安定化制御方法がある。この系統安定化制御方法では、電圧・電流センサから
潮流値等を把握しておき、事故が発生すると、事故直前の潮流値と事故後の事故情報によ
り事故種別を把握して、電力相差角曲線（Ｐ－Δδ曲線）で推定しうる場合には、このＰ
－Δδ曲線により算出した制御量に基づいて制御を行い（事後演算方式による制御）、Ｐ
－Δδ曲線を推定し難い場合は、事前に決定した必要安定化制御テーブルを用いた制御（
事前演算方式による制御）を行うこととしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００５】
【特許文献１】特開２００２－３４１５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記特許文献１に示される系統安定化制御手法によれば、電力相差角曲線（Ｐ－Δδ曲
線）を用いた制御（事後演算方式による制御）と、事前に決定した制御テーブルを用いた
制御（事前演算方式による制御）とを所定の条件に従って切り替える制御を行うことによ
り、事故の状態に柔軟に対応した精度の高い制御が可能である。しかしながら、今後、電
力供給の自由化や規制緩和などの流れが加速することも予想され、系統設備も複雑化し、
系統事故の様相も多様化する虞がある。このため、事前演算方式および事後演算方式を用
いた系統安定化制御手法においては、制御精度の更なる向上が臨まれている。
【０００７】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、事前演算方式の長所である高速性と事
後演算方式の長所である柔軟性とを効果的に融合させ、制御精度の更なる向上を可能とす
る系統安定化システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を解決し、目的を達成するため、本発明にかかる系統安定化システムは、
電力系統に事故が発生した場合に、事故の状況に応じた発電機制御を行って電力系統を安
定化する系統安定化システムにおいて、電力系統に事故が発生した場合、予め想定された
事故ケースに関する事前シミュレーションを実施して得られた制御テーブルに基づいて事
前演算方式による主制御を実施すると共に、前記主制御では制御量が不足している場合に
事故発生後の実際の系統現象を計測して得られた事後演算方式による補正制御を後追いで
実施することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明にかかる系統安定化システムによれば、事前演算方式の長所である高速性と事後
演算方式の長所である柔軟性とを効果的に融合させた系統安定化システムを提供すること
ができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の実施の形態にかかる系統安定化システムの構成例を示す図であ
る。
【図２】図２は、本実施の形態の系統安定化システムにおける主制御および補正制御のタ
イムチャートの一例を示す図である。
【図３】図３は、主制御および補正制御に関する制御フローの一例を示すフローチャート
である。
【図４】図４は、子局に記憶される制御テーブルの一例を示す図表である。
【図５】図５は、補正制御用定数を事後の計測情報に基づいて補正する処理のうち、左右
方向（位相方向）の移動処理の概念を説明する図である。
【図６】図６は、補正制御用定数を事後の計測情報に基づいて補正する処理のうち、上下
方向（発電機出力の方向）の移動処理の概念を説明する図である。
【図７】図７は、系統の安定判別に必要なエネルギー計算のうちの減速エネルギー計算の
概念を示す図である。
【図８】図８は、平衡事故時におけるＰ－Δδ曲線推定の概念を説明する図である。
【図９】図９は、高速再閉路成功時におけるＰ－Δδ曲線推定の概念を説明する図である
。
【図１０】図１０は、高速再閉路失敗時におけるＰ－Δδ曲線推定の概念を説明する図で
ある。
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【図１１】図１１は、親局におけるＰ－Δδ曲線の評価手法を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下に添付図面を参照して、本発明の実施の形態にかかる系統安定化システムを詳細に
説明する。なお、以下に示す実施の形態により本発明が限定されるものではない。
【００１２】
＜実施の形態＞
（系統安定化システムの構成）
　図１は、本発明の実施の形態にかかる系統安定化システムの構成例を示す図である。本
実施の形態の系統安定化システムは、その役割および機能に応じた地位が与えられ、図１
に示すような機能的階層構造における所定の位置に配置されている。具体的に、給電指令
所１には、機能的階層構造の上位に位置する親局１０が配置され、機能的階層構造の中位
に位置する変電所２ａには子局１２が配置され、機能的階層構造の下位に位置する発電所
３および変電所２（２ａ～２ｎ）には端末１４および端末１５（１５ａ～１５ｎ）が配置
されている。ここで、給電指令所１は、管轄区間における発電所全体の発電機制御を統括
する指令所である。また、変電所２ａは、複数の変電所の中から任意に選択された一つで
ある。なお、他の変電所２ｂ～２ｎの何れか一つが、機能的階層構造の中位に位置する変
電所２ａに代わることも無論可能である。本実施の形態の系統安定化システムは、これら
親局１０、子局１２および端末１４，１５によって構成される。なお、図１では、１箇所
の発電所のみを示しているが、複数箇所の発電所を有していても構わない。
【００１３】
　給電指令所１に配置された親局１０と変電所２ａに配置された子局１２とは通信回線１
７にて接続され、変電所２ａに配置された子局１２と発電所３に配置された端末１４とは
通信回線１８にて接続され、変電所２に配置された端末１５とは通信回線１９にて接続さ
れている。なお、通信回線１７，１８，１９（１９ａ～１９ｎ）については、所要の通信
要求が満たされる回線であれば専用回線である必要はなく、公衆回線などを利用しても構
わない。
【００１４】
　発電所３および各変電所２に設けられている母線６同士は、送電線５を介して相互に接
続されると共に、母線６またはその周辺部には要所の電気量（電圧、電流）を計測するた
めの変流器８および計器用変圧器９が設けられている。また、発電所３には、種々の発電
設備を備えてなる発電機群４が遮断器７を介して母線６に接続されている。
【００１５】
　図２は、本実施の形態の系統安定化システムにおける主制御および補正制御のタイムチ
ャートの一例を示す図である。ここで、主制御は、高速性に優れた事前演算方式による制
御であり、補正制御は、柔軟性に優れた事後演算方式による制御である。また、補正制御
は、主制御が実行されたとき、主制御では制御量が不足している場合等に、主制御に引き
続き後追いで実行される制御である。
【００１６】
　図２に示す主制御の例によれば、事故発生時を基準時（０ｍｓ）とし、約５０ｍｓにて
事故が除去されるとき、約１５０ｍｓにて２台電制が行われている。すなわち、この主制
御では、事故の発生によりリレー等が動作し、事故区間の切り離しが行われたときに、事
故発生から約１５０ｍｓ後（事故除去からは１００ｍｓ後）に２台の発電機が母線から解
列される制御が行われる。一方、補正制御では、事故発生時を基準時（０ｍｓ）とし、約
２００ｍｓにて１台電制が行われている。すなわち、事故の発生によりリレー等が動作し
、事故区間の切り離しが行われ、さらに主制御が実行されたとき、実行された主制御の内
容に応じて、主制御（２台電制）から約５０ｍｓ後に補正制御（１台電制）が実行される
。
【００１７】
　なお、主制御および補正制御の詳細については、後述するフローチャートのところで説
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明するが、ここでは、その概要について若干の説明を行っておく。まず、主制御における
事前演算は、親局にて例えば３０秒周期で実行され、演算された事前演算の結果は、子局
側に向けて例えば３０秒周期で送信され、子局側にて保持される。子局は、端末からの情
報により事故の発生を判断すると、事前演算結果を参照し、該当事故ケースにおける制御
量を端末に送信し、端末は送信された制御量に基づく制御、すなわち主制御を実行する。
また、子局は、事故発生後に事後演算を実行すると共に、更なる制御の必要性を判断し、
制御の必要性を判断した場合には、追加の制御量を端末に送信し、端末は追加送信された
制御量に基づく制御、すなわち補正制御を実行する。
【００１８】
　つぎに、主制御および補正制御に関する制御フローについて図３を参照して説明する。
ここで、図３は、主制御および補正制御に関する制御フローの一例を示すフローチャート
である。なお、図３に示す全体の処理のうち、ステップＳ１０～Ｓ１４が主制御のフロー
であり、ステップＳ１５～Ｓ２２が補正制御のフローを示している。
【００１９】
　まず、親局は、平常時（事故等が生起していない状態を意味）において、例えば３０秒
周期で制御テーブルの更新を行う（ステップＳ１０）。この制御テーブルには、主制御内
容および補正制御用定数からなる補正制御用情報が含まれており、この補正制御用情報は
、親局から子局に対して、例えば３０秒周期で送信される。なお、制御テーブルの詳細に
ついては、後述する。
【００２０】
　つぎに、子局は、端末からのリレー情報（Ｒｙ情報）に基づき、事故点や事故種別など
を判別し、制御テーブルに指示されている事故ケース（以下「対象事故ケース」という）
が発生しているか否かを判定する（ステップＳ１１）。ここで、子局は、対象事故ケース
が発生していなければ（ステップＳ１１，Ｎｏ）、ステップＳ１０による制御テーブルの
更新処理を行うが、対象事故ケースが発生している場合には（ステップＳ１１，Ｙｅｓ）
、制御テーブルを参照し、主制御指令（主制御内容）を該当端末（電制対象の発電機を制
御する端末）に対して送信する（ステップＳ１２）。主制御指令を受領した端末は、主制
御指令に基づいて主制御を実行する（ステップＳ１４）。なお、ステップＳ１４による主
制御の実行に併せて、制御テーブルの参照処理（ステップＳ１３）が実行され、ステップ
Ｓ１３にて参照された主制御内容および補正制御用定数はステップＳ１６の処理に引き継
がれる。
【００２１】
　つぎに、子局は、管轄区間における潮流計測を開始する（ステップＳ１５）。ここで「
管轄区間における潮流計測」とは、「発電機出力の計測」、あるいは「発電機端の潮流計
測」を意味する。すなわち、発電機出力を端末から取り込む場合もあれば、発電機端の潮
流計測で代用する場合もあり、何れの手法を用いても構わない。なお、以下の説明では、
発電機出力を端末から取り込む場合を一例とする。
【００２２】
　具体的に、ステップＳ１５では、管轄区間内の発電機出力を端末から取り込み、取り込
んだ発電機出力に基づいて等価発電機の角速度偏差（Δω）および位相角偏差（Δδ）を
算出する。なお、これらの角速度偏差（Δω）および位相角偏差（Δδ）の算出式につい
ては後述する。
【００２３】
　さらに、子局は、ステップＳ１３にて参照された補正制御用定数を事故後の計測情報に
基づいて補正する（ステップＳ１６）。具体的に、この補正処理では、送信された補正制
御用定数に基づくＰ－Δδ曲線を左右方向に平行移動する処理（Δδの増減）と、上下方
向に平行移動する処理（負荷の増減）とが実行される。なお、これら左右方向および上下
方向の平行移動処理の詳細については後述する。
【００２４】
　そして、子局は、将来時点のΔω、Δδを予測し（ステップＳ１７）、系統の安定度を
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判別するためのエネルギー計算を実行し（ステップＳ１８）、計算したエネルギーを用い
て電力系統の安定・不安定を判定する（ステップＳ１９）。ステップＳ１９で電力系統が
不安定であると判定された場合、発電機を制御するための補正制御量（電制量）を算出す
ると共に、制御テーブルとの比較により電制量の不足分を算出し（ステップＳ２０）、電
制量の不足分があれば該当端末（電制対象の発電機を制御する端末）に対して制御指令（
補正制御指令）を送信する（ステップＳ２１）。補正制御指令を受領した端末は、補正制
御指令に基づいて補正制御を実行し（ステップＳ２２）、一連の処理を終了する。
【００２５】
　上記では、本実施の形態の系統安定化システムにおける主制御および補正制御に関する
全体的な処理の流れについて説明したが、以下では、補足すべき主要な技術事項について
、更に詳細な説明を行う。
【００２６】
（制御テーブル）
　図４は、子局に記憶される制御テーブルの一例を示す図表である。この制御テーブルで
は、図４に示すように、事故ケースと、当該事故ケースに対応する主制御内容および補正
制御用定数が示されている。例えば、事故ケースのケース番号１では、「ＡＡ線事故」に
おける「２φ２ＬＧ事故（高速再閉路失敗）」の場合に、主制御内容として「０台電制」
（すなわち「電制」を行わない）が、補正制御用定数のうちＰ－Δδ曲線の係数として「
Ｐ０(1)，Ｐ１(1)，Ｐ２(1)」、「Ｐ０(2)，Ｐ１(2)，Ｐ２(2)および「Ｐ０(3)，Ｐ１(3)
，Ｐ２(3)」が、管轄区間の両端間（端と端）における初期位相差（事故発生直前の値）
として「θ0」が示されている。また、事故ケースのケース番号２では、「ＡＡ線事故」
の「３φ３ＬＧ事故（平衡事故）」の場合に、主制御内容として「１台電制」が、補正制
御用定数のうちＰ－Δδ曲線の係数として「Ｐ０(1)，Ｐ１(1)，Ｐ２(1)」が、管轄区間
の両端間（端と端）における初期位相差（事故発生直前の値）として「θ0」が示されて
いる。以下、事故ケースのケース番号３，４では、「ＡＡ線事故」における「３φ４ＬＧ
事故（高速再閉路成功）」の場合と、「ＢＢ線事故」における「２φ２ＬＧ事故（高速再
閉路失敗）」の場合とが示されている。これらの事故ケースにおける主制御内容および補
正制御用定数は、事故および事故後の処置の態様に応じた親局側にて事前に実施されるオ
ンラインシミュレーション（以下「事前シミュレーション」と称する）に基づいて推定さ
れた値であり、前述したように、親局から子局に対して送信される。なお、親局から送信
される値は、事前シミュレーションの結果そのものではなく、事前シミュレーション結果
から推定して得られた曲線に関する係数である。無論、シミュレーション結果そのものを
送信してもよいが、親局から子局に送信すべき情報が増加する。一方、事前シミュレーシ
ョン結果から推定して得られた曲線に関する係数を送信すれば、送信すべき情報量を削減
でき、子局側の処理も簡易に行うことができるという利点がある。
【００２７】
（Δδ、Δωの演算処理）
　つぎに、ステップＳ１５にて実行するΔδ、Δωの演算処理の詳細について説明する。
上述したように、ステップＳ１５では、管轄区間内の発電機出力を端末から取り込むこと
としている。このとき、取り込んだ発電機出力（あるいは、発電機端の潮流計測値）を次
式に代入することで等価発電機の角速度偏差（Δω）および位相角偏差（Δδ）を算出す
ることができる。
【００２８】
【数１】
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【数２】

【００２９】
　ここで、上記（１），（２）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　ＰE：管轄区間における発電機出力の合計(pu)
　ＰM：管轄区間における発電機出力の合計値の初期値(pu)
　Δω：等価発電機の角速度偏差(rad/s)
　Δδ：等価発電機の位相角偏差(rad)
　Ｍ：等価発電機の慣性定数(s)
　ω0：基準角周波数(rad/s)
【００３０】
　なお、Δδ、Δωの演算処理は、事故発生後から１００ｍｓ程度で開始される（結果的
に、補正制御が実行される時点より１００ｍｓ程度遡った時点）。また、Δδ、Δωの演
算データは、事故発生直後から時系列的に蓄積されて行く。
【００３１】
（Ｐ－Δδ曲線の左右方向の移動処理）
　つぎに、図５を参照し、ステップＳ１６にて実行するＰ－Δδ曲線の左右方向の移動処
理について説明する。図５は、補正制御用定数を事後の計測情報に基づいて補正する処理
のうち、左右方向（位相方向）の移動処理の概念を説明する図である。図５において、太
破線で示す波形Ｋ１は、事前シミュレーション結果をプロットした曲線であり、太実線で
示す波形Ｋ２は、事前シミュレーション結果から推定して得られた曲線である。一方、二
点鎖線で示す波形Ｋ３は、事後計測情報をプロットした曲線であり、一点鎖線で示す波形
Ｋ４は、波形Ｋ３をΔδ０だけ左右方向（図５の例では右方向）にシフトした曲線である
。なお、右方向へのシフト量である位相角偏差Δδ０は、次式によって算出することがで
きる。
【００３２】

【数３】

【００３３】
　ここで、上記（３）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　Δδ0：事後計測情報における位相角偏差初期値(rad)
　θ　　：事後計測情報における位相差初期値(rad)
　θ0　：事前シミュレーションにおける位相差初期値(rad)
　なお、上記θおよびθ0の値は、管轄区間の両端間における位相差である。
【００３４】
（Ｐ－Δδ曲線の上下方向の移動処理）
　つぎに、図６を参照し、ステップＳ１６にて実行するＰ－Δδ曲線の上下方向の移動処
理について説明する。図６は、補正制御用定数を事後の計測情報に基づいて補正する処理
のうち、上下方向（発電機出力の方向）の移動処理の概念を説明する図である。図６にお
いて、太破線で示す波形Ｋ１、太実線で示す波形Ｋ２および、一点鎖線で示す波形Ｋ４は
、図５に示したものと同一である。一方、太実線で示す波形Ｋ５は、波形Ｋ２をＰＰ０だ
け上下方向（図６の例では下方向）のシフトした曲線である。
【００３５】
　ここで、シフト量ＰＰ０は、補正制御に関する演算の実施時刻を「ｔｅ」とするとき、
つぎのように算出することができる。なお、時刻ｔｅは、事故発生後から１００ｍｓ程度
の時間を想定している。
【００３６】
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　まず、事後計測情報として、時刻ｔｅにおけるΔδ（ｔｅ）を算出し、事前シミュレー
ション結果のＰ－Δδ曲線（波形Ｋ２）上におけるΔδ（ｔｅ）時点のＰＥ（ｔｅ）を算
出する（Ｑ１点）。つぎに、ｔｅ時点で得られる事後計測情報のＰＥ（ｔｅ）を算出する
（Ｑ２点）。これらＱ１点とＱ２点との差分をＰＰ０とし、事前シミュレーション結果で
得られたＰ－Δδ曲線をＰＰ０だけ平行移動する。この平行移動した曲線が、波形Ｋ５で
あり、求める補正後のＰ－Δδ曲線となる。
【００３７】
　なお、図５および図６に示す例は、平衡事故時の一例を示したものである。このため、
再閉路を模擬する不平衡事故ケースでは、全てのＰ－Δδ曲線（例えば、故障除去後、再
閉路後、再故障中、再閉路失敗後の故障除去に関する各Ｐ－Δδ曲線)に対し、上下方向
にＰＰ０だけの平行移動を行うことになる。
【００３８】
（Δδ、Δωの予測演算処理）
　つぎに、ステップＳ１７にて実行するΔδ、Δωの予測演算処理の詳細について説明す
る。このステップＳ１７では、ステップＳ１８のエネルギー計算において必要となる、将
来時点のΔδ、Δωを予測する処理が必要となる。なお、各対象故障ケースによって異な
るが、将来時点のΔδ、Δωとして、以下のタイミングを考慮する必要があり、それぞれ
当該タイミングの最大値までの予測処理が必要となる。
（１）補正制御（実施）のタイミング
（２）再閉路のタイミング
（３）再閉路失敗後の事故除去のタイミング
【００３９】
（エネルギー計算）
　つぎに、ステップＳ１８にて実行するエネルギー計算の詳細について説明する。
【００４０】
（エネルギー計算－加速エネルギーＶAの算出）
　加速エネルギーＶAは、次式に基づいて算出される。
【００４１】

【数４】

【００４２】
　ここで、上記（４）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　ＶA：加速エネルギー(s)
　Ｍ(tc)：等価発電機の慣性定数（主制御後の状態を想定）(s)
　Δω（ｔｃ）：補正制御の電制タイミングにおける角周波数（主制御後の状態を想定：
予測値）(rad/s)
　ω0：基準角周波数(rad/s)
【００４３】
　上式のように、加速エネルギーＶAについてはＰ－Δδ曲線上の面積から算出するので
はなく、発電機の運動エネルギーより算出する。これにより、故障中、故障除去、主制御
等の系統変化による積分区間を変更することなく、加速エネルギーＶAの算出が可能とな
る。また、Δω（ｔｃ）は、サンプリングデータから予測演算を用いて求めた値であり、
完全な事後演算となる。なお、Δωの演算には主制御の影響が考慮されているため、（４
）式で表現される加速エネルギーＶAには、主制御後の状態が反映されることになる。
【００４４】
（エネルギー計算－減速エネルギーＶDの算出）
　図７は、系統の安定判別に必要なエネルギー計算のうちの減速エネルギー計算の概念を
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点となる）における位相角偏差であり、Δδtcは、補正制御による電制タイミングにおけ
る位相角偏差であり、Δδuは、不安定平衡点における位相角偏差である。なお、Δδtc
は予測値であり、Δδuは、制御テーブルに書き込まれている係数値（Ｐ０，Ｐ１，Ｐ２
）と、管轄区域における発電機出力の合計値の初期値（ＰＭ）から、子局にて計算される
値である。
【００４５】
　減速エネルギーＶDは、図７の概念図に示すように、Ｐ－Δδ曲線を用いた積分計算に
よって算出することができる。なお、具体的な計算式は、次式のとおりである。
【００４６】
【数５】

【数６】

【００４７】
　ここで、上記（５）、（６）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　Δδu：不安定平衡点での位相角偏差(rad)
　ＰM：管轄区間における潮流初期値－主制御量（等価発電機の機械入力の代替）(pu)
　Ｐ1，Ｐ2，Ｐ0，ＰＰ0：Ｐ－Δδ曲線の係数
　ＶD：減速エネルギー(s)
　ＰE（Δδ）：等価発電機出力(pu)（ＰE=Ｐ1sinΔδ+Ｐ2cosΔδ+Ｐ0)
　Δδtc：補正制御の電制タイミングにおける位相角偏差（予測値）(rad)
【００４８】
（安定・不安定の判別）
　安定・不安定の判別については、上記（４）および（６）式にて算出したＶA，ＶDに基
づき、次式を用いて行う。なお、本手法は、等面積法（エネルギー法）と称される手法で
ある。
【００４９】

【数７】

【００５０】
（制御量の算出）
　上記（７）式を用いた安定度判別により、不安定と判定された場合、電制パターンを想
定したＸG，Ｍ，ＰM，Ｐ1，Ｐ2，Δδuから電制量を算出する。それには、まず、電制に
伴い変化する量を次式により算出する。
【００５１】
【数８】
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【数９】

【数１０】

【００５２】
　ここで、上記（８）～（１０）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　ＸG'：補正制御における電制後の等価発電機リアクタンス(pu)
　Ｍ'：補正制御における電制後の等価発電機慣性定数(s)
　ＰM'：補正制御における電制後の等価発電機機械入力(pu)
　Ｇ：補正制御実施後の残り発電機の集合
【００５３】
　つぎに、上記（８）式で算出したＸG'に基づき、電制後のＰ－Δδ曲線の係数Ｐ1'，Ｐ

2'および等価発電機出力ＰE'を算出する。
【００５４】
【数１１】

【数１２】

【数１３】

【００５５】
　ここで、上記（１１）～（１３）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　Ｐ1',Ｐ2'：補正制御における電制後の電力相差角曲線の係数
　ＰE'：補正制御における電制後の等価発電機出力(pu)
【００５６】
　このようにして算出した電制後の各値を（４）～（６）式に代入することにより、電制
後のエネルギー量を計算する。
【００５７】
【数１４】

【数１５】

【数１６】
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【００５８】
　ここで、上記（１４）～（１６）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　ＶA'：補正制御における電制後の加速エネルギー(s)
　Δδu'：補正制御における電制後の不安定平衡点の位相角偏差(rad)
　ＶD'：補正制御における電制後の減速エネルギー(s)
【００５９】
　上記（１４）～（１６）式にて求めた電制後のＶA'およびＶD'に基づいて安定度判別を
行い、不安定であれば更なる電制を考慮し、決定した制御量に基づく制御指令を端末に送
信する。なお、どのケース内容について計算を行うのかの判断は、端末からのＲｙ情報を
元に子局側で行う。
【００６０】
（補正制御用定数の算出処理）
　つぎに、親局から子局に送信される補正制御用情報の一つである補正制御用定数につい
て説明する。
【００６１】
　補正制御用定数は、図４の制御テーブルで示すように、初期位相角および電力相差角曲
線（Ｐ－Δδ曲線）の係数の２つであり、これらは以下のように定義される。
【００６２】
（１）初期位相角
　想定される種々の事故ケースにおいては、管轄区間の両端間における事故発生直前の初
期位相角が必要となる。具体的な算出式は、次式のとおりである。
【００６３】
【数１７】

【００６４】
　ここで、上記（１７）式における記号の意味は、以下のとおりである。
　θ0：管轄区間の両端間における初期位相角
　θj(t=0)：事故発生直前の一端母線における位相角偏差(事前シミュレーション)
　θt(t=0)：故障発生直前の他端母線における位相角偏差(事前シミュレーション)
【００６５】
（２）Ｐ－Δδ曲線の係数
　Ｐ－Δδ曲線の係数については、事故様相により必要な系統状態が異なるため、事故様
相毎に算出する必要がある。ここでは、その一例として、平衡事故ケース（３φ３ＬＧ事
故など）、高速再閉路成功ケース（２φ３ＬＧ再閉路成功、３φ４ＬＧ再閉路成功など）
および高速再閉路失敗ケース（１φ１ＬＧ再閉路失敗、１φ２ＬＧ再閉路失敗、２φ２Ｌ
Ｇ再閉路失敗など）の３通りの場合について説明するが、これら以外の事故ケースや、こ
れら以外の再閉路有無によって発生し得る全パターンについて求めておくことが好ましい
。
【００６６】
（平衡事故ケース）
　図８は、平衡事故時におけるＰ－Δδ曲線推定の概念を説明する図である。図８におい
て、中太破線で示す波形Ｋ１は、事前シミュレーション計算にて得られた時系列データか
らなる曲線であり、太実線で示す波形Ｌ１は、波形Ｋ１内のサンプリングデータである。
これらのデータ、すなわち事前シミュレーション計算にて得られた波形Ｌ１によるサンプ
リングデータを用いることにより、Ｐ－Δδ曲線の推定が可能となる。なお、サンプリン
グデータＬ１は、任意に設定することが可能である。また、推定したＰ－Δδ曲線は、例
えば中太実線で示す波形Ｍ１に示す曲線で表され、推定したＰ－Δδ曲線の係数値である
Ｐ０，Ｐ１，Ｐ２が子局に対して送信されることは、前述したとおりである。
【００６７】
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（高速再閉路成功ケース）
　図９は、高速再閉路成功時におけるＰ－Δδ曲線推定の概念を説明する図である。図９
において、中太破線で示す波形Ｋ１は、事前シミュレーション計算にて得られた時系列デ
ータからなる曲線であり、太実線で示す波形Ｌ１，Ｌ２は、それぞれ波形Ｍ１，Ｍ２内の
サンプリングデータである。これらのデータ、すなわち事前シミュレーション計算にて得
られた波形Ｌ１，Ｌ２によるサンプリングデータを用いることにより、２つのＰ－Δδ曲
線の推定が可能となる。ここで、推定した２つのＰ－Δδ曲線のうち、第１のＰ－Δδ曲
線は、中太実線で示す波形Ｍ１に示す曲線で表され、第２のＰ－Δδ曲線は、中太一点鎖
線で示す波形Ｍ２に示す曲線で表される。なお、サンプリングデータＬ１，Ｌ２は、任意
に設定することが可能である。また、これら推定した第１、第２のＰ－Δδ曲線の係数値
であるＰ０(1)，Ｐ１(1)，Ｐ２(1)およびＰ０(2)，Ｐ１(2)，Ｐ２(2)が子局に対して送信
されることは、前述したとおりである。
【００６８】
（高速再閉路失敗ケース）
　図１０は、高速再閉路失敗時におけるＰ－Δδ曲線推定の概念を説明する図である。図
１０において、中太破線で示す波形Ｋ１は、事前シミュレーション計算にて得られた時系
列データからなる曲線であり、太実線で示す波形Ｌ１～Ｌ３は、波形Ｍ１～Ｍ３内のサン
プリングデータである。これらのデータ、すなわち事前シミュレーション計算にて得られ
た波形Ｌ１～Ｌ３によるサンプリングデータを用いることにより、３つのＰ－Δδ曲線の
推定が可能となる。ここで、推定した３つのＰ－Δδ曲線のうち、第１のＰ－Δδ曲線は
、中太実線で示す波形Ｍ１に示す曲線で表され、第２のＰ－Δδ曲線は、中太二点鎖線で
示す波形Ｍ２に示す曲線で表され、第３のＰ－Δδ曲線は、中太一点鎖線で示す波形Ｍ３
に示す曲線で表される。なお、サンプリングデータＬ１～Ｌ３は、任意に設定することが
可能である。また、これら推定した第１～第３のＰ－Δδ曲線の係数値であるＰ０(1)，
Ｐ１(1)，Ｐ２(1)、Ｐ０(2)，Ｐ１(2)，Ｐ２(2)およびＰ０(3)，Ｐ１(3)，Ｐ２(3)が子局
に対して送信されることは、前述したとおりである。
【００６９】
（Ｐ－Δδ曲線の係数の算出手法）
　つぎに、Ｐ－Δδ曲線における係数Ｐ0，Ｐ1，Ｐ2の算出手法について説明する。まず
、等価発電機の電気出力ＰE、等価発電機の位相角偏差Δδを次式に基づいて算出する。
なお、Δδについては、初期値を０とした基準発電機からの相対位相とする。また、ＰE

，Δδは、最小二乗法を解くために使用するデータであり、最小二乗法のサンプリング期
間のみのデータで充分である。
【００７０】
【数１８】

【数１９】

【００７１】
　ここで、上記（１８）、（１９）式における記号の意味は、以下のとおりである。なお
、式中において、ｉは対象発電機を識別するための識別番号、ｎはサンプリングデータの
データ数、ｔ１～ｔｎは、ｎ個のサンプリングデータのサンプリング時間である。
　ＰE：等価発電機の電気出力(pu)
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　ＰEi：発電機ｉの電気出力(pu)
　Δδ：等価発電機の位相角偏差(rad)
　Δδi：発電機ｉの位相角偏差(rad)
　Ｍi：発電機ｉの慣性定数(s)
【００７２】
　次に、上記の通り求めたＰE,Δδを基に、次式にて最小二乗法によりＰ0,Ｐ1,Ｐ2を推
定する。
【００７３】
【数２０】

【００７４】
　上記（２０）式は、事前シミュレーション結果から算出したＰE,Δδが既知量、Ｐ0,Ｐ

1,Ｐ2が未知量となる。この（２０）式にサンプリング期間中の各時間断面におけるデー
タを基にして行列形式で表現すると次式のように表すことができる。なお、サンプリング
期間はΔδが一定値以上変化している期間を前提とする。
【００７５】

【数２１】

【００７６】
　また、（２１）式における各行列を、つぎの（２２）～（２４）式のように定義すると
、上記（２０）式は、（２５）式のように表現することができる。
【００７７】

【数２２】

【数２３】

【数２４】
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【数２５】

【００７８】
　上記（２５）式を最小二乗法により解くことで、未知量Ｘを次式に基づいて算出するこ
とができる。これにより、Ｐ－Δδ曲線における係数Ｐ0,Ｐ1,Ｐ2を得ることができる。
【００７９】

【数２６】

【００８０】
　なお、無制御で安定になる故障ケースにおいては、更に故障除去時間を延長したシミュ
レーションを再計算するなどして、不安定となる状況を作為しても構わないし、サンプリ
ング期間（図８参照）を調整して安定になる故障ケースにおいて、係数Ｐ0,Ｐ1,Ｐ2を推
定しても構わない。なお、それでも安定となる場合は、係数Ｐ0,Ｐ1,Ｐ2を推定できない
という情報を子局に通知することにする。
【００８１】
（親局におけるＰ－Δδ曲線の評価）
　最後に、親局側で推定したＰ－Δδ曲線の推定結果の評価指標について説明する。上述
したように、本実施の形態にかかる系統安定化システムは、事前演算方式による主制御で
は制御量が不足している場合に、事後演算方式による補正制御を後追いで実施する方式を
採用している。しかしながら、後追いで実施する補正制御を如何に柔軟に実施するといっ
ても、全体の制御の精度は、主制御の精度に依存するところが大である。したがって、親
局側で推定したＰ－Δδ曲線の精度を予め評価しておくことは、非常に重要である。そこ
で、以下に、親局側で実施するＰ－Δδ曲線にかかる推定精度の評価手法について説明す
る。
【００８２】
　図１１は、親局におけるＰ－Δδ曲線の評価手法を説明する図である。ここで、図１１
（ａ）～（ｃ）に示される記号の意味は、以下のとおりである。
　ＰM：管轄区間における発電機出力の合計値の初期値(pu)
　ＰM'：補正制御実施後の等価発電機機械入力(pu)
　Ｐ0：推定したＰ－Δδ曲線における発電機出力軸切片(pu)
　ＶD_CALC：減速エネルギー真値
　ＶD_EST     ：減速エネルギー推定値
　ＶD_BASE：エネルギー基準値
　ｔSPS：サンプリング開始時刻
　ｔSPE：サンプリング終了時刻
【００８３】
　図１１（ａ）において、波形Ｎ１は、シミュレーション結果であり、例えば図５におけ
る波形Ｋ１に対応している。また、図１１（ｂ）において、波形Ｎ２は、推定したＰ－Δ
δ曲線であり、例えば図５における波形Ｋ２に対応している。この波形Ｎ２において、図
示のようにサンプリング開始時刻ｔSPSからサンプリング終了時刻ｔSPEまでの区間で積分
したハッチングで示す面積を減速エネルギー推定値ＶD_ESTと定義する。一方、図１１（
ａ）の波形Ｎ１において、減速エネルギー推定値ＶD_ESTを算出したときと同一の区間で
積分したハッチングで示す面積を減速エネルギー真値ＶD_CALCと定義する。さらに、図１
１（ｃ）に示すように、波形Ｎ２を任意の区間（図１１の例では、Ｐ－Δδ曲線の値がＰ

0～Ｐ0までの区間）で積分したハッチングで示す面積をエネルギー基準値ＶD_BASEと定義
する。
【００８４】
　つぎに、上記のように算出される、減速エネルギー真値ＶD_CALC、減速エネルギー推定
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値ＶD_ESTおよびエネルギー基準値ＶD_BASEを用いて、次式で示される減速エネルギー誤
差率ＶD_ERRを算出する。
【００８５】
　　ＶD_ERR ＝（ＶD_CALC－ＶD_EST）／ＶD_BASE　　　…（２７）
【００８６】
　そして、（２７）式で算出した減速エネルギー誤差率ＶD_ERRと、整定値である減速エ
ネルギー誤差率しきい値ＶD_SETとを、次式に基づいて比較することで、推定したＰ－Δ
δ曲線における係数の評価を行う。
【００８７】
　　ＶD_ERR　≦ＶD_SET：妥当
　　ＶD_ERR　＞ＶD_SET：不適当　　　　　…（２８）
【００８８】
　推定結果が不適当と判定された場合には、推定したＰ－Δδ曲線の係数が妥当な値とな
るよう、Ｐ－Δδ曲線の係数修正を行う。なお、修正の手法は任意であり、どのような手
法を用いても構わない。一例を挙げるとすれば、次式を用いて修正することが可能である
。ただし、係数Ｐ0の値が負値とならないよう、配慮する必要がある。
【００８９】
　　Ｐ1'＝ｋＰ1

　　Ｐ2'＝ｋＰ2

　　Ｐ0'＝ｋＰ0＋(１－ｋ)ＰM'
　　ｋ＝ＶD_CALC／ＶD_EST　　　　　　　…（２９）
【００９０】
　ただし、上記（２９）式における記号の意味は以下のとおりである。
　　Ｐ0,Ｐ1,Ｐ2：修正前の係数
　　Ｐ0',Ｐ1',Ｐ2'：修正後の係数
　　ｋ：０または正の実数
【００９１】
　上述してきた実施の形態の系統安定化システムによれば、電力系統に事故が発生した場
合、予め想定された事故ケースに関する事前シミュレーションを実施して得られた制御テ
ーブルに基づいて事前演算方式による主制御を実施すると共に、主制御では制御量が不足
している場合に事故発生後の実際の系統現象を計測して得られた事後演算方式による補正
制御を後追いで実施することとしているので、事前演算方式の長所である高速性と、不確
定要因等による想定外事象にも対応できる事後演算方式の長所である柔軟性と、を効果的
に融合させたシステムの構築が可能となる。
【００９２】
　また、本実施の形態の系統安定化システムによれば、事後演算方式に適用する等面積法
で用いる電力相差角曲線の係数を、事前演算方式における事前シミュレーション結果から
予め求めておくようにしているので、事後演算方式の制御タイミングを高速化することが
可能となる。
【００９３】
　また、本実施の形態の系統安定化システムによれば、事後演算方式に適用する等面積法
で用いる電力相差角曲線の係数を、事故点、事故ケースおよび再閉路有無によって発生し
得る全パターンについて求めておくようにしているので、事後演算方式の演算精度を向上
させることが可能となる。
【００９４】
　また、本実施の形態の系統安定化システムによれば、事後演算方式に適用する等面積法
で用いる電力相差角曲線の係数を、事故発生後の実際の系統現象計測値を用いて補正する
ようにしているので、事後演算方式の更なる演算精度の向上が可能となる。
【００９５】
　また、本実施の形態の系統安定化システムによれば、事前演算方式における事前シミュ
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ンを実施して得られたシミュレーション波形の発電機出力－発電機位相角平面上の所定の
区間における面積と、当該電力相差角曲線の所定の区間における面積とを比較することに
より、電力相差角曲線の係数に関する精度評価を行うようにしているので、主制御の精度
を向上させることができ、後追いで実施する補正制御による制御量を局限することが可能
となる。
【産業上の利用可能性】
【００９６】
　以上のように、本発明は、事前演算方式の長所である高速性と事後演算方式の長所であ
る柔軟性とを効果的に融合させた系統安定化システムとして有用である。
【符号の説明】
【００９７】
　１　給電指令所
　２，２ａ～２ｎ　変電所
　３　発電所
　４　発電機群
　５　送電線
　６，２７　母線
　７　遮断器
　８　変流器
　９　計器用変圧器
　１０　親局
　１２　子局
　１４，１５ａ～１５ｎ　端末
　１７，１８，１９　通信回線
【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】
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